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2014年5月1日 

 

 

 

 

 

 

 

2014年3月期 

決算説明会 

 本資料に記載されている業績見通しは､将来の予測であって､リスクや不確定要素を含んだものです｡実際の業績は､経済情勢をはじめさまざまな要素により､ 

 これら業績見通しと異なる結果となりうることをご承知おきください｡          
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2014年3月期 決算の総括 

◇ 売上高は携帯ｷｬﾘｱ、郵便向けﾋﾞｼﾞﾈｽが減少したものの、金融、ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ、 

流通等の分野が好調に推移。海外子会社の新規連結による寄与もあり、 

前年比増収。 

 

◇ 利益面は、国内における売上総利益の減少により、営業利益以下の利益項目
は前年比減益。 

 

◇ 業績予想（2013年10月16日発表）に対しては、売上高は概ね予想通りだったものの、
売上総利益の減少を主因として、利益水準は業績予想を下回った。 

「増収・減益」 決算  
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2014年3月期 業績ハイライト （前年比）    

主な増減要因 

【売上高】 
携帯ｷｬﾘｱ、郵便向けが減少したものの、 
海外2社の連結子会社化による寄与や、 
金融、ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ、流通分野等の増加 
により増収。 

 

【売上総利益】 
海外2社を含む増収に伴う増益効果は 
あったものの、売上総利益率の低下 
により、前年並み。 

 

【販売管理費】 
海外2社の新規連結による影響が主因。 

 

【営業利益・経常利益・純利益】 
売上総利益率の低下、販売管理費の 
増加により減益。 
 

【受注高】 
海外2社の寄与や、金融、ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ、 
流通分野の増加があったものの、 
郵便や携帯ｷｬﾘｱ向けが減少し、 
前年比若干の減少。 

 

【受注残高】 
郵便や携帯ｷｬﾘｱ向けを中心に大幅増。 

主な増減要因 

金額 （億円） 利益率 金額 （億円） 利益率 差異 （億円） 増減率

売 上 高 3,224 ― 3,494 ― +269 +8.4%

売 上 総 利 益 832 25.8% 835 23.9% +2 +0.3%

販売費及び一般管理費 ▲ 560 ― ▲ 600 ― ▲39 +7.0%

営 業 利 益 271 8.4% 234 6.7% ▲37 -13.6%

経 常 利 益 273 8.5% 239 6.9% ▲33 -12.2%

純 利 益 160 5.0% 140 4.0% ▲19 -12.0%

受 注 高 3,720 ― 3,691 ― ▲29 -0.8%

受 注 残 高 1,862 ― 2,059 ― +196 +10.6%

前年比
実　績

2012年度 2013年度

実績
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金額 （億円） 利益率 金額 （億円） 利益率 差異 （億円） 達成率

売 上 高 3,500 ― 3,494 ― ▲5 99.8%

売 上 総 利 益 855 24.4% 835 23.9% ▲19 97.7%

販売費及び一般管理費 ▲ 605 ― ▲ 600 ― +4 99.2%

営 業 利 益 250 7.1% 234 6.7% ▲15 93.9%

経 常 利 益 252 7.2% 239 6.9% ▲12 95.2%

純 利 益 150 4.3% 140 4.0% ▲9 94.0%

受 注 高 3,630 ― 3,691 ― +61 101.7%

受 注 残 高 1,992 ― 2,059 ― +66 103.4%

2013年度

実績
業績予想比

業績予想（10/16発表）

2013年度

-6- 

2014年3月期 業績ハイライト （業績予想比）    

主な増減要因 

【売上高】 
概ね想定通り。 

 

【売上総利益】 
売上総利益率の低下による下振れ。 

 

【販売管理費】 
業績連動賞与の減少等により改善。 
 

【営業利益・経常利益・純利益】 
売上総利益率の低下により下振れ。 
 
 

【受注高・受注残高】 
郵便向け案件の受注等により上振れ。 
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<参考> 2013年3月期 上期/下期実績 （前年同期比）    

■ 下期はﾄｯﾌﾟﾗｲﾝ拡大により増益となったものの、上期減益幅をｶﾊﾞｰするには至らず。 

金額 （億円） 利益率 金額 （億円） 利益率 差異 （億円） 増減率

売 上 高 1,463 ― 1,478 ― +15 +1.0%

売 上 総 利 益 377 25.8% 356 24.1% ▲20 -5.4%
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ▲ 276 ― ▲ 300 ― ▲23 +8.6%

営 業 利 益 100 6.9% 56 3.8% ▲44 -44.1%

経 常 利 益 100 6.9% 57 3.9% ▲43 -43.0%

純 利 益 55 3.8% 31 2.1% ▲24 -44.1%

受 注 高 1,942 ― 1,555 ― ▲387 -19.9%

受 注 残 高 1,845 ― 1,939 ― +93 +5.1%

金額 （億円） 利益率 金額 （億円） 利益率 差異 （億円） 増減率

売 上 高 1,761 ― 2,016 ― +254 +14.5%

売 上 総 利 益 455 25.9% 478 23.7% +22 +5.0%
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ▲ 284 ― ▲ 299 ― ▲15 +5.5%

営 業 利 益 171 9.7% 178 8.9% +7 +4.3%

経 常 利 益 172 9.8% 182 9.1% +9 +5.6%

純 利 益 104 5.9% 109 5.5% +5 +4.9%

受 注 高 1,778 ― 2,136 ― +358 +20.1%

受 注 残 高 1,862 ― 2,059 ― +196 +10.6%

前年比
上期実績

2012年度 2013年度
上期実績

2013年度2012年度 
前年比

下期実績下期実績
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事業グループ別実績 

 受注高   売上高   受注残高  

  情報通信： 携帯ｷｬﾘｱ向けﾈｯﾄﾜｰｸ案件の減少等により、受注・売上ともに減少。 

  金融・社会ｲﾝﾌﾗ ：受注は郵便向け案件の反動により減少。売上はﾒｶﾞﾊﾞﾝｸやｶｰﾄﾞ会社向け中心に増加。 

  ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ ：製造、ｻｰﾋﾞｽ、運輸向け等でｲﾝﾌﾗ更新やｻｰﾋﾞｽ案件が拡大し、受注・売上ともに増加。 

  流  通 ： 流通主要顧客向け開発案件の増加により、受注・売上ともに増加。 

  その他 ： 海外２社の新規連結により、受注・売上ともに増加。 
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情報通信    
（▲55億円） 

ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ  
（+44億円） 

金融・社会 
（▲210億円） 

その他    
（+139億円） 

流通 
（+53億円） 

（億円） 

3,720億円 

情報通信    
（▲54億円） 

ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ  
（+67億円） 

金融・社会 
（+20億円） 

その他    
（+219億円） 

流通 
（+17億円） 

3,691億円 

3,224億円 
3,494億円 

1,862億円 
2,059億円 

情報通信    
（+37億円） 

ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ  
（+25億円） 

金融・社会 
（+103億円） 

その他    
（▲5億円） 

流通 
（+35億円） 

2012年度 2013年度 2012年度 2013年度 2012年度 2013年度 
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＜参考＞ ＣＴＣ Ｇｌｏｂａｌ （ﾏﾚｰｼｱ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ） のFY13実績 

CTC 

Global 

2013年度 期初計画 2013年度 実績 

2社合計 
のれん償却 

少数株主 

損益等 

連結 

ｲﾝﾊﾟｸﾄ 
2社合計 

のれん償却 

少数株主 

損益等 

連結 

ｲﾝﾊﾟｸﾄ 

売上高 176 - 176 205 - 205 

営業利益 9 ▲6 3 9 ▲7 1 

純利益 7 ▲8 ▲1 7 ▲7 ▲0 

受注高 177 - 177 196 - 196 

受注残高 51 - 51 40 - 40 
-9- 

（単位：億円） 
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ｻｰﾋﾞｽ： 受注は郵便向け案件の反動により減少。売上は海外２社の新規連結の寄与に加え、郵便やｶｰﾄﾞ      
       会社向けﾋﾞｼﾞﾈｽ等が増加。 

開発・ＳＩ： 受注は金融向けが増加。売上は金融/流通の主要顧客向け案件や、通信/EPのSI案件が増加。 

製品  ： 海外２社の新規連結により、受注・売上ともに増加。 

ビジネスモデル別実績  

製品 開発・SI サービス 

 受注高   売上高   受注残高  
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2012年度 2013年度 

1,224 
1,327 

649 
722 

1,350 
1,444 

3,720億円 3,691億円 

295 
361 

212 
236 

1,354 
1,460 

2012年度 2013年度 

(38.0%) 

(20.1%) 

(41.9%) 

3,224億円 

(15.9%) 

(11.4%) 

(72.7%) 

1,862億円 

3,494億円 
2,059億円 

+103億円 

+73億円 

+93億円 

+65億円 

+24億円 

+106億円 

(41.3%) 

(20.7%) 

(38.0%) 

(70.9%) 

(11.5%) 

(17.6%) 

2012年度 2013年度 

1,773  
(47.7%) 

1,550  
(42.0%) 

1,290 
(34.7%) 1,393 

(37.8%) 

747 
(20.2%) 

656 
(17.6%) 

▲222億円 

+90億円 

+102億円 
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営業利益増減要因 （前年比） 
（億円） 

【不採算案件増加】 
▲17億⇒▲23億 

12年度通期 

営業利益 

海外2社の 

連結寄与 

国内ﾋﾞｼﾞﾈｽの 

増収効果 
国内ﾋﾞｼﾞﾈｽの 
売総率低下 

海外2社の 

販売管理費 
国内の 

販売管理費 

271 

+44 
+15 ▲52 

▲6 ▲42 

+3 234 

0 

50 

100 

150 

200 

250 

300 【売上増加による増益】 
3,224億⇒3,289億 
（+64億） 
 
＜ﾓﾃﾞﾙ別＞ 
製品 1,224億⇒1,182億 
開発  649億⇒  722億 
ｻｰﾋﾞｽ 
    1,350億⇒1,383億 

売上総利益増加 +2億 

海外2社の 
新規連結による
寄与 

【海外2社を除く 
売総率 低下】 

26.4％⇒24.7％ 
※不採算案件除く 

 

＜主要因＞ 

円安に伴う製品仕入ｺｽﾄ増
加、競争激化、運用ｺｽﾄの増
加等により利益率が低下。 

【国内の販売管理費】 
▲560億⇒▲557億 

海外2社の新規連結 
による販売管理費増加 

不採算案件の増加 13年度通期 

営業利益 
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 ■ 売上総利益率は、前年比▲1.9pts低下の23.9％ 

    ⇒ 不採算を除く売上総利益率は、同▲1.8pts低下の24.6％。 

      円安進行、競争激化、DC・運用コストの増加、海外2社連結等により、 

      売上総利益率が低下。 

 

 ■ 不採算案件は、23億円発生 （前年比 6億円増加） 

＜参考＞ 売上総利益率と不採算案件について 

売総 不採算引当 

（億円） 

2006年度 

売総率 不採算除く売総率 

713 

804 802 
768 748 

796 
832 835 

9 22 18 21 23 15 17 23 

0 
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900 

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 

27.2% 27.3% 27.3% 

24.2% 
25.2% 

26.1% 26.1% 26.5% 26.7% 
25.8% 

23.9% 

24.6% 

25.9% 
26.7% 26.4% 

24.6% 

22.0% 

24.0% 

26.0% 

28.0% 
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＜参考＞ 販売管理費の増減について 

-13- 

（単位：億円） 

海外2社 その他 計

人件費 ▲335 ▲352 ▲22 +6 ▲16 

委託社員受入費 ▲56 ▲59 - ▲3 ▲3 

減価償却費 ▲22 ▲27 ▲7 +3 ▲4 

その他 ▲145 ▲161 ▲12 ▲2 ▲15 

販売管理費 ▲560 ▲600 ▲42 +3 ▲39 

2013年度2012年度 
増減額
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＜参考＞営業外損益および特別損益 

（単位：億円）

2012年度 2013年度 

実績 実績
金額 （億円） 金額 （億円） 差異 （億円）

営 業 外 収 益 4.3 7.0 +2.7
持分法による投資利益 　　　 ＋1.5億
投資事業組合運用益　　　　  ＋0.8億
貸倒引当金戻入額　　　　　　 ＋0.2億
為替差益　　　　　　　　　　　　 ▲0.2億

営 業 外 費 用 ▲ 2.8 ▲ 1.9 +0.8 支払利息　 　　　　　　　　　　　＋0.1億
投資事業組合運用損　　　　　＋0.3億

営 業 外 損 益 合 計 1.5 5.1 +3.6

特 別 利 益 1.4 3.3 +1.8 投資有証売却益　　　　　　　　＋2.8憶
受取補償金　　　　　　　　　　　▲0.8億

特 別 損 失 ▲ 7.2 ▲ 6.5 +0.6
固定資産除却損　　　　　　　　＋1.4億
解約不能リース契約損失　　 ＋2.3億
減損損失　　　　　　　　　　　　 ＋1.2億
訴訟関連損失　　　　　　　　　 ▲5.0憶

特 別 損 益 合 計 ▲ 5.7 ▲ 3.1 +2.5

前年同期比
主な増減

-14- 
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＜参考＞ 連結貸借対照表／連結キャッシュ・フロー 

■フリー・キャッシュ・フロー（FCF）
・投資CFにおける支出が減少したものの、営業CFの減少
（税金等調整前当期純利益の減少）により、FCFは前年比
減少。

【主な増減】
①営業活動によるキャッシュ・フロー

・税金等調整前当期純利益 ▲30億円

②投資活動によるキャッシュ・フロー
・子会社株式の取得による支出の減少 +43億円

③財務活動によるキャッシュ・フロー
・自己株式の取得による支出の減少 +24億円
・配当金支払額の増加 ▲5億円

■連結貸借対照表 （単位：億円）

2012年度末 2013年度末 増減額

流　動　資　産 2,059 2,170 +111

固　定　資　産 641 651 +10

2,700 2,822 +122

流　動　負　債 866 953 +87

固　定　負　債 174 159 ▲14

1,040 1,113 +72

1,659 1,709 +49

2,700 2,822 +122

■連結キャッシュ・フロー （単位：億円）

2012年度 2013年度 増減額

778 661 ▲117

96 64 ▲32

▲ 103 ▲ 80 +22

▲ 111 ▲ 95 +16

661 550 ▲110

▲ 6 ▲ 16 ▲9フリー・キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の期末残高

現金及び現金同等物の期首残高

負　債　純　資　産　合　計

負　債　合　計

純　資　産　合　計

資　産　合　計

　営業活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー

【資産・負債等の主な内訳（カッコ内は前年同期比増減）】
■流動資産

現金及び預金 387億円（ +68億円）
受取手形及び売掛金 812億円（+144億円）
有価証券 159億円（▲179億円）
たな卸資産 294億円（ +41億円）

■固定資産
有形固定資産 360億円（ +13億円）
無形固定資産 129億円（ +17億円）
投資その他資産 161億円（▲20億円）

■流動負債
支払手形及び買掛金 354億円（ +90億円）
前受収益 227億円（ +24億円）

■固定負債
長期ﾘｰｽ債務 125億円（▲14億円）

■純資産
利益剰余金 1,174億円（▲10億円）
自己株式 ▲42億円（ +61億円）
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国内ＩＴ業界動向 

新興国の成長減速という懸念材料はあるものの、 

米国を中心とした先進国の景気回復、円安/株高 

による企業業績回復により、国内経済は緩やかに成長。 

 情報通信業界のＩＴ投資は、全体的に抑制傾向 

 政府のＩＴ投資戦略や企業の業績改善などにより公共・公益及び 
金融・製造業のＩＴ投資は拡大 

 クラウドの需要増加を背景にソフトウェアやＩＴサービス市場は成長 

ＣＴＣグループを取り巻く環境 

マクロ環境動向 
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１４年度 経営基本方針と注力テーマ 

■経営基本方針 
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売上高 
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営業利益 

成長軌道への復帰 

  ＩＴサービス総合力の強化 

  守りの徹底 
注力テーマ 

  中期経営計画の重点施策推進 継続テーマ 
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【注力テーマ】 ＩＴサービス総合力の強化 

ＣＴＣの強み：総合ＩＴサービスの提供 

① マルチベンダー対応 

② インフラ～開発・ＳＩ～サービス ＋ 科学システム 

③ ソリューションの海外展開 （グローバルサポート） 

ＦＹ１４注力施策 

ＩＴサービス総合力強化 

重点顧客との取引を深堀 

自動車 運輸 製造 

公益 金融 

総合力を構成する個々の 

技術・サービスの強化 

ｾｷｭﾘﾃｨ ｸﾗｳﾄﾞ 

先端技術ＬＡＢの開設 

ｱﾌﾟﾘ開発環境 ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ 

ﾓﾊﾞｲﾙ 
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＜参考＞ ＩＴサービス事業グループの設立 

クロスファンクション 

グループ 
（製品事業） 

保守・運用サービス 

事業グループ 
（保守事業） 

クラウドプラットフォーム 

事業グループ 
（ｸﾗｳﾄﾞ・ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ事業） 

ＩＴサービス事業グループ 

分散していたリソースを集約し、総合ＩＴサービス展開の中枢となる組織を編成 
 

 ⇒ 総合ＩＴサービス提案力の強化 

 ⇒ クラウド、セキュリティ他、有望分野のソリューション開発や、最先端技術の 
取り組みを強化 
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► ＳＩ開発案件の絞り込み 

► プロジェクト管理の徹底 

► 原価改善 （含む、為替ﾘｽｸ対策の実行） 

【注力テーマ】  守りの徹底 
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目指す姿 

リーディング・カンパニーとして ＩＴ産業の進化を担う 

経営基本方針 

「強みを一層強化」 し 「成長領域へ進出」 １ 

「最新・最適技術の開拓」 と 「自社技術のアジアへの展開」 ２ 

「収益モデルの変化への積極的対応」 と 「足場の強化」 ３ 

【継続テーマ】  中期経営計画の重点施策推進 
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情報通信 

事業分野 注力事項 

事業分野別の注力事項 

海外 

前年比 

 データトラフィック急増への対応 

 サービスビジネスの加速 

 ＯＣＰ（Open Compute Project）市場開拓 

-23- 

 郵便向け大規模インフラ案件 

 メガバンク・カード会社向け開発・サービス 

 金融業界のグローバル化への対応 

金融・社会 

インフラ 
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エンター 

プライズ 

事業分野 注力事項 

事業分野別の注力事項 

海外 

前年比 

 製造・運輸等重点顧客との取引深堀 

 クラウド､セキュリティ等のサービス型ビジネス 

 顧客のグローバル展開サポート 

-24- 

 コンビニ向け大規模案件 

 重点顧客の基幹系・販売系システム案件 
流通 
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事業分野 注力事項 

事業分野別の注力事項 

前年比 

-25- 

 再生可能エネルギー分野（科学） 

 海外新規拠点開拓（Ｍ＆Ａ、戦略提携） 

 CTCソリューションのＡＳＥＡＮ展開 

科学／ 

グローバル 
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Ⅱ 

Ⅰ 

Ⅲ 

2015年3月期  

経営方針／重点施策 

2014年3月期  

決算概況 

2015年3月期 

業績見通し 
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主な増減要因 

【売上高】 

金融・社会ｲﾝﾌﾗ、ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ、 

流通分野の増加により、増収の 

見込み 

 

【売上総利益】 

増収による増益に加え、売上総利 

益率の改善により、増益の見込み 

 

【販売管理費】 

人件費を中心に増加の見込み 

 
【営業利益・親会社の所有者に 
 帰属する当期利益】 
増収及び売上総利益率の改善に 
より、増益の見込み 
 
【受注高】 
郵便向け案件の反動があるものの、 
金融、ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ、流通分野が 
増加し、概ね前年並みの見込み 

ＩＦＲＳ適用による影響は軽微なため、日本基準≒ＩＦＲＳと想定 

＜参考＞

金額 （億円） 利益率 金額 （億円） 利益率 差異 （億円） 増減率

売上収益 3,650 ― 売上高 3,494 ― +155 +4.4%

売上総利益 896 24.5% 売上総利益 835 23.9% +60 +7.3%

その他の収益
及び費用 ▲ 626 ―

販売費 及び
一般管理費 ▲ 600 ― ▲25 +4.3%

営業利益 270 7.4% 営業利益 234 6.7% +35 +15.0%

当期利益 168 4.6%

親会社の
所有者に帰属
する当期利益

165 4.5% 当期純利益 140 4.0% +24 +17.0%

受注高 3,700 ― 受注高 3,691 ― +8 +0.2%

受注残高 2,109 ― 受注残高 2,059 ― +50 +2.4%

2014年度 2013年度
前年比

業績予想（IFRS） 実績(日本基準)
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■ 安定的かつ業績連動を意識した配当を実施 （配当性向40%を目安）  

   ⇒ 2013年度： 通期配当110円を予定 （前年度比 5円増配/配当性向46.2％） 

   ⇒ 2014年度： 通期配当115円を予定 （前年度比 5円増配/配当性向41.0％） 

株主還元予定  

※総還元率 = （自己株式取得総額 + 配当総額） ÷ 当期純利益  

一株当たり利益 一株当たり配当金 連結配当性向 総還元率 

¥225.90 ¥232.70 

¥199.21 ¥194.62 
¥180.47 

¥217.08 

¥268.53 

¥237.84 

¥280.29 

¥70 
¥80 ¥80 ¥85 ¥90 ¥95 

¥105 ¥110 ¥115 
31.0% 

34.4% 

40.2% 43.7% 

49.9% 

43.8% 
39.1% 

46.2% 

41.0% 

31.3% 
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78.3% 
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80.8% 
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